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由利本荘市における次世代育成の支援対策及び女性職員の活躍の推進に関する 

特定事業主行動計画 

 

                       令和３年３月３１日 

改定 令和６年１月２９日 

由 利 本 荘 市 長 

由 利 本 荘 市 議 会 議 長 

由 利 本 荘 市 教 育 委 員 会 

由 利 本 荘 市 選 挙 管 理 委 員 会 

由 利 本 荘 市 代 表 監 査 委 員 

由 利 本 荘 市 農 業 委 員 会 

由 利 本 荘 市 消 防 長 

由 利 本 荘 市 企 業 管 理 者 

 

 由利本荘市における次世代育成の支援対策及び女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画

(以下「本計画」という。)は、次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号。）以下「次

世代育成法」という。）第１９条及び女性の就業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年

法律第６４号。以下「女性活躍法」という。）第１９条に基づき由利本荘市長、由利本荘市議会議長、

由利本荘市教育委員会、由利本荘市選挙管理委員会、由利本荘市代表監査委員、由利本荘市農業委員

会、由利本荘市消防長、由利本荘市企業管理者が連名で策定する特定事業主計画である。 

 

１．計画期間（共通）  

 本計画の期間は、以下のとおりとする。 

  【次世代育成の支援対策関係】 

   令和２年４月１日～令和７年３月３１日までの５年間 

  【女性の活躍の推進関係】 

   令和３年４月１日～令和８年３月３１日までの５年間 

 

２．特定事業主行動計画の推進体制（共通）  

 本市では、市長、議会議長、教育委員会、選挙管理員会、代表監査委員、農業委員会及び企業管理

者が任命する職員を「行政職等」、消防長の任命する職員を「消防職」と区分し計画を策定するとと

もに、組織全体で継続的に「次世代育成の支援対策」及び「女性職員の活躍を推進」するため、総務

部総務課において、本計画の策定・変更、本計画に基づく取組の実施状況・数値目標の達成状況の点

検・評価等について担当する。 
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３．これまでの取組・検証  

 前計画期間において、女性の育児休業取得率は１００％で推移しており、今後も代替職員の確保や

職場環境の整備を図るなど、継続した取組が求められる。 

 男性の育児休業取得率は、令和元年度実績として９．７％と目標の１０％には届かなかったが、平

成２７年度の２．９％からは少しずつ向上してきており、より一層、制度の周知を図り、取得率向上

に加え、一人あたりの取得日数の増加が望まれる。 

 また、男性の配偶者出産休暇取得率については、平成２７年度の４４．１％から平成３０年度には

７１．４％まで伸びたところであったが、令和元年度は、５８．１％と落ち込んだことから、子の看

護休暇制度と合わせ、更なる制度の周知強化が必要である。消防職においては、令和元年度実績で 

９０％となっており、継続した取組が求められる。 

 一方、労働基準法の改正により、令和元年度より義務づけされた年次有給休暇の年５日取得につい

ては、今後、取得状況を分析し、５日の取得がされていない職員及びその管理職に対し、個別指導な

どの対応が求められる。 

 さらに、時間外勤務の縮減に関しては、業務量の精査検証を行いながら、業務の見直しや人員配置

を検討するなど、労働基準法の改正により上限となった月４５時間を超えない取り組みの強化が必要

と考えられる。 

 最後に、女性職員の管理的地位への登用については、引き続き、早い段階から管理職研修などの場

を設け、人材育成に努めていくことが必要と考えられる。 

 

４．次世代育成の支援対策に向けた数値目標及び目標を達成するための取組及び実施時期  

 次世代育成法の趣旨に鑑み、同法第１９条に基づき由利本荘市において、職員が安心して仕事と子

育ての両立を図ることができる職場環境づくりと、すべての職員が身近な問題として捉え、職場全体

でこれを支援していく体制の整備に取り組むため、引き続き次のとおり目標を設定するとともに目標

達成に向け、次に掲げる取組を実施する。 

 

【行政職等・消防職 共通】 

（１）女性職員の妊娠から育児休業等の取得について 

目標①：育児休業を取得する女性職員の割合 

令和２年度以降１００％維持 

（ただし、特別な事情により希望しない場合は除く。） 

 《取組内容》 

 ①令和２年度以降も引き続き、母性保護、母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の 

各種制度の趣旨・内容の周知徹底を図ります。 

 ②令和２年度以降も引き続き、妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、必要に応じて業務分担の 

見直しを行います。 

 ③取得日数の分布状況を把握しながら、令和２年度以降も引き続き、育児休業取得の申出があった 

場合は、業務に支障が出ないよう、代替要員の確保や業務分担の見直しを検討するなどして、職 
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員が安心して育児休業を取得できる体制に努めます。 

 ④令和２年度以降も引き続き、育児休業職員の円滑な職場復帰のため、業務状況等の定期的な情報 

提供に努めます。 

  ⑤令和２年度以降も引き続き、育児休業復帰後、無理なく仕事と子育てが両立できるよう支援する 

とともに、必要に応じ一定の期間、業務分担等の配慮に努めるほか、時差出勤やテレワークなど 

の制度導入を検討します。 

 ⑥各種両立支援制度に関する情報をチラシにまとめ、職員に配布します。 

 

（２）男性職員の積極的な育児参加について 

目標①：育児休業を取得する男性職員の割合 

９．７％（令和元年度）▶ ５０％以上（令和７年度までに）※R6.1.29引上げ 

目標②：１ヶ月以上の育児休業を取得する男性職員の割合 

６６．７％（令和４年度）▶ １００％（令和７年度までに）※R6.1.29追加 

目標③：男性職員の配偶者出産休暇又は配偶者の出産に係る子の療育休暇（制度利用可能職員）の 

いずれかの取得割合 

５８．１％（令和元年度）▶ ８０％以上（令和７年度までに） 

目標④：子の看護休暇を取得する男性職員数 

１５人（平成２７年度） ▶ ３４人（令和元年度）▶ ６０人（令和７年度までに） 

 《取組内容》 

 ①男性の育児休業取得の促進に向けて、管理職員を対象にした意識改革や職場マネジメントに関す

る研修を実施します。 

 ②各種両立支援制度に関する情報をチラシにまとめ、職員に配布します。 

 ③各種両立支援制度を全体に周知し制度への理解を進め、希望する職員が取得しやすい環境づくり 

に努めます。 

 

（３）年次有給休暇の取得促進について 

目標①：年次有給休暇平均取得日数 

１２．３日（令和元年中）▶ １５日以上（令和７年中） 

目標②：年次有給休暇の取得日数が５日未満の職員数 

      ６４人（令和元年中）▶ ０人（令和３年以降早い段階で） 

 《取組内容》 

 ①令和２年度以降も引き続き、年次有給休暇の取得と特別休暇を組み合わせた連続休暇取得を促進 

します。 

 ②令和２年度以降も引き続き、管理職は、部下の年次休暇の取得状況を把握し、労働基準法の改正 

により、義務づけられた年５日の確実な取得を指示します。 

 ③令和２年度以降も引き続き、職員が安心して年次有給休暇の取得ができるよう、資料の共有化や 

複数担当制を実施し、事務処理において相互応援ができる体制整備に努めます。 
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（４）時間外勤務の縮減について 

目標①：一人あたりの月平均時間外勤務時間数 

１２時間（令和元年度）▶ ８時間以下（３０％以上の引き下げ：令和７年度までに） 

目標②：月４５時間を超える時間外勤務が年間３ヶ月以上ある職員数 

２７人（令和元年度） ▶ ０人（令和３年度以降早い段階で） 

※業務量、業務の実施時期その他の業務の遂行に関する事項を考慮し、任命権者が指定する業務 

及び大規模災害等の対応を除く。 

 《取組内容》 

 ①令和２年度以降も引き続き、業務改善を継続的に実施するとともに、事務処理体制の見直しや 

必要に応じ職員間、内部組織間の業務分担の見直しを行い、特定の職員や組織に業務が偏らない 

ように努めます。 

 ②令和２年度以降も引き続き、小学校就学前の子を養育している職員で一定の要件を有する者に 

対する、時間外勤務と深夜勤務の制限等の趣旨・内容について周知徹底を図ります。 

 ③令和２年度以降も引き続き、ノー残業デーを実施し、管理職は、その周知、声かけに努めると 

ともに、必要と認められる特別な業務を除き時間外勤務命令を控えることとします。 

 

５．女性職員の活躍の推進に向けた数値目標及び目標を達成するための取組及び実施時期   

 これまでの特定事業主行動計画に基づく取組を継続し、更なる女性職員の活躍を推進するため、次

のとおり目標を設定するとともに目標達成に向け、次に掲げる取組を実施する。 

 また、より効果的に女性職員の活躍の推進を図るため、「３．次世代育成の支援対策に向けた数値

目標及び目標を達成するための取組及び実施時期」に掲げる取組を併せて実施する。 

  

【行政職等】 

目標①：管理的地位（指定管理職を含む）にある職員に占める女性の割合 

１４．３％（令和元年度）▶ ２０％以上（５．７％の引き上げ：令和７年度） 

目標②：課長級以上に任命される職員に占める女性の割合 

 ８．８％（令和元年度）▶ １５％以上（６．２％の引き上げ：令和７年度） 

目標③：課長補佐級に任命される職員に占める女性の割合 

２７．４％（令和元年度）▶ ３０％以上（２．６％の引き上げ：令和７年度） 

目標④：班長に任命される職員に占める女性の割合 

２９．０％（令和元年度）▶ ３０％以上（１．０％の引き上げ：令和７年度） 

 

 《取組内容》 

 ①班長・課長補佐・課長の各役職段階におけるスキルアップを念頭に置いた人材育成を行う。 

 ②女性職員を人事・財政・企画・議会担当等、多様なポストに積極的に配置する。 

 ③女性職員について積極的に階層別研修や海外研修等への派遣を行う。 
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【消防職】 

目標①：消防吏員に占める女性の割合 

２．２％（令和元年度）▶ ３．２％以上（１．０％の引き上げ：令和７年度） 

目標②：女性消防吏員のロールモデルをもとに、研修会等を開催しスキルアップを図る。 

 《取組内容》 

 ①全国の女性消防吏員のロールモデルを積極的に提示し、女性が活躍する職域の充実とスキルアッ 

プを図る。 

 ②出産・子育て支援のための制度等を安心して活用できるようにするなど、働きやすい職場環境の 

充実を図る。 

 ③女性消防吏員の妊娠がわかった場合は、交代制勤務から毎日勤務に配置換えをする。 

 


